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【資料】
国際的な自動車業界の再編成と統合
-M&Aを中心に一
井上昭一
はじめに
昨今，あらゆる産業界において再編・統合が大々的かつ猛烈なスピード
で進行中であり， しかもそれは，業種・業態や国境，さらには従来の資本
関係や系列の枠組みを越えた広がりを見せている。世界単一市場，ポーダ
ーレス・エコノミー，グローカライゼーション（グロバリゼーションとロ
ーカライゼーションの合成語），メガ・コンペティションなどの言葉に代表
されるように，世界の巨大企業は，文字通り，全地球的規模でピジネスを
展開しているのである。
本稿では私は，業界再編・統合，合従連衡，戦略的提携，合併・買収が
グローバルな規模で頻発している自動車工業界に照準を合わせて論究を試
みた。それは次の2つの理由に基づく。 1つは自動車工業がかつて経験し
たことのないほどの大転換期にさしかかっていて，再編の速度と規模にお
いて他産業を圧倒していること。もう 1つは自動車は単品部品で約3万個
の部品（今日では，モジュール＝統合部品化されているため様相が変わっ
てきているが）の組み付け・組み立て製品であり，鉄，ガラス，ァルミニ
ウム，ゴム，化学繊維などを含むきわめて裾野が広い総合機械産業の性格
を有しているからである。
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自動車工業は多くの産業と関係をもち，先進国においてはキー・インダ
ストリーとして，途上国では将来の経済発展の機関車的役割を担っている。
他の産業界において，これほどの「スケール・アンド・スコープ」を擁す
る類列は皆無といってよい。極論すれば，「自動車を見ればすべてがわかる」
のであり，地球的視座から企業経営を考察するには最適の索材であろう。
1998年11月17B, ドイツのダイムラー・ベンツ社とアメリカのクライス
ラー社が合併してダイムラー・クライスラー社が誕生した。全世界中に激
震が走り，これを契機として自動車業界では合併や提携の動きが加速化さ
れた。両社はなぜ合併という経営戦略を選択し，なぜそれに追随する動き
が続出するのであろうか。
まず第 1章では，国際的な自動車企業の再編成を俎上に載せる前に，ア
メリカにおけるM&A(合併・買収）運動期の流れを検討する。過去のM&
Aの特徴と今日の潮流を比較考慮することで，矢継ぎ早やに推進されてい
る合併や提携の特徴がより鮮明に浮彫化されるからである。
第2章では，前章を受けて，自動車企業の再編の事例を，ダイムラー・
ベンツ社とクライスラー社の合併ならびにルノー杜と H産自動車の資本提
携の 2点に絞り追究してみよう。
第1章 アメリカの企業合同運動の変遷
一般的に，今Hまでにアメリカの企業経営史上，合併・買収 (Merger& 
Acquision, 以下M&A)の大波動が5回生じているとされており，現在は
1992年初頭ごろから続く，第 5次M&A運動期の真只中にある。当初，自
動車業界では耳目をそば立てるほどのM&A案件は必ずしも多くはなかっ
たか， 90年代半ば以降， とくに後半に入り，その主役ともいえるほどのド
ラマチックにしてドラスチックな再編・統合や戦略的提携が展開されてい
る。その発火点となったのが98年11月17B, 当時売上高4位のドイツのダ
イムラー・ベンツ社 (DaimlerBenz A.G.) とアメリカの同 7位のクライ
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スラー社 (ChryslerCorporation)が合併し，売上高で世界第2位の自動
車メーカー，ダイムラー・クライスラー社 (DaimlerChrysler A.G.)が誕
生したことである。（表1-1~ 3参照）。
表 1-1 主要自動車企業の売上高ランキング (1998年）
順位 企業名（国名） 売高（億ドル）／円換算（百万円） 利益額（億ドル）
1 GM (米） l,613/21,117,747 30 
2 ダイムラー・クライスラー（独） l,546/20,240,650 57 
3 フォード（米） l,444/18,676,406 221 
4 トヨタ（日） 997/11,678,397 28 
5 VWグループ（独） 763/ 9,986,788 13 
6 フィアット（伊） 510/ 6,635,226 7 
7 日産（日） 505/ 6,564,637 ▲2 
8 ホンダ（日） 487/ 5,999,738 24 ， ルノー（仏） 414/ 5,412,899 15 
10 プジョー（仏） 375/ 4,913,734 5 
（注）▲はマイナス。 1ドル=130円換算。
（出所： Fortune, 1999. Aug.2, などから作成。）
表 1-2 主要自動車企業の生産台数ランキング
(1998年）
順位 企業名（国名） 生産台数（万台）
1 GM (米） 814 
2 フォード（米） 682 
3 VWグループ（独） 482 
4 トヨタ（日） 463 
5 ダイムラー・クライスラー（独） 440 
6 日産（日） 255 
7 フィアット（伊） 253 
8 ホンダ（日） 236 ， ルノー（仏） 228 
10 プジョー（仏） 226 
（出所：表1-1に同じ）
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表 1-3 主要自動車企業の販売台数ランキング
(1998年）
順位 企業名（国名） 販売台数（万台）
1 GM (米） 815 
2 フォード（米） 682 
3 トヨタ（日） 519 
4 VWグループ（独） 475 
5 ダイムラー・クライスラー（独） 451 
6 フィアット（伊） 268 
7 H産（日） 261 
8 プジョー（仏） 228 ， ホンダ (B) 228 
10 ルノー（仏） 222 
（出所：表1-1に同じ）
(1) 企業合同運動の展開—第 1 次～第 4 次を中心にして
第1次M&A期は， 1895年から1904年にかけての世紀転換期に生じた。
この時期は端的に表現すれば「独占の形成期」であり，現在でも当該業界
でトップあるいはそれに近い地位を占める巨大企業が創設されている。例
えばアメリカ最初のビリオネア・コーポレーション (BillionaireCorpora-
tion)で「トラスト中のトラスト」 (TheTrust of Trusts) と呼ばれたU
Sスチール社 (UnitedStates Steel Corporation, 現USX)1>,戦争のたぴ
1) 1901年2月25B誕生した USスチール会社の資本構成は普通株5億822万ドル，優
先株5億1,020万ドル，社債3億345万ドルおよぴその他，合計14億余ドルでアメリカ
最初の10億ドル会社である。しかし，これは会社の実質価値をこえる株式発行，すな
わち著しい過大資本化＝水増しの結果である。この大トラストを成立させたのはモ
ルガン財閥であり， 6,250万ドル以上の巨額の創業利得を手中にしたといわれる。
ところで，上述のように， USスチール会社の資本金は14億ドルを超える菓大なも
のであったが，実際は 6億ドル余超過（水増し）していた。もし14億ドルであった
とすれば，次のような興味ある数字が出てくる。すなわち，金魂にすれば2,330トン
となり，それを運搬するには58車両の貨車が必要であった。またその資本金を 1ド
ルの紙幣にすると16ガ6,200マイル（約26万5,920km)の帯となり，それによって地球
を約6.6回とり巻くことができ，それを勘定するためには， 1枚 1秒の割合として133
年を要する。その資本を当時のアメリカの総人口（約9,050万人）に割り当てると，
1人当たり 15.5ドルとなるのである（小原敬士『アメリカの財閥』東洋経済新報社，
1954年， 39ペー ジ）。
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毎に火薬を供給して典型的な「死の商人」とか「国家の兵器係」と称され
たデュポン化学会社 (E.I.duPont de Nemours & Company)2>, 業界随一
の生産台数や売上高の量的規模を誇るジュネラル・モーターズ社 (General
Motors Corporation, GM)を，純利益額や株主資本利益率 (ReturnOn 
Equity, ROE. 自己資本利益率ともいう）など企業の優良度を測るメルクマ
ールにおいて，はるかに凌駕するフォード自動車会社 (FordMotor Com-
pany), インターナショナル・ハーヴェスタ 社 (I- nternahonal Harvester 
Company, 現Navistar International Corporation), アメリカ製缶会社
(American Can Company)などである。それらの諸企業は，同一産業界
での企業同士による共倒れ的な競争や闘争を収束する目的で，水平的に合
併して巨大化したのである丸
この誘因として， 1869年CentralPacific Railroad CompanyとUnion
Pacific Railroad Companyの両社による大陸横断鉄道の開通は重大な意
義をもっている。鉄道自体がアメリカ最初のピッグ・ビジネスであったと
いう事実や，その建設に大量の鉄鋼，石炭，石油，銅，フェルトなどを必
要としたことが国内産業の発展に大きく寄与したという側面をもつと同時
に，地方市場が全国市場と直結して相互市場化が図られたからである丸
全国市場の出現は，それまで地城的に孤立ないし分断されていた諸企業
を共通の土俵に上らせて激甚な競争を行わせることになった。競争は，そ
れがどのような性格をもつものであれ究極的には，企業の集中を誘発し促
進する。
第2次M&A期は， 1925年から1931年の相対的安定期から大恐慌の時期
に相当する。この時期では，セカンド・クラスの企業同士の合併・合同（い
2)井上昭ー『アメリカ独占企業の研究』ユニウス， 1980年， 269ペー ジ。
3)井上昭ー「日米ソ自動車工業の一断面』関西大学経済・政治研究所， 1999年， 173
ペー ジ。
4) A.D. Chandler.Jr., The Beginnings of'Big Business'in American Industry, 
Business History Review, Vol.XXX111, No.I, 1959, P. 5. 
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わば「寡占形成のための合併」）や公益企業間の合同，さらには索材メーカ
ーによる加工メーカーの（あるいは逆の形での）一貫統合を目指した垂直
的合併が数多く見られた。
1914年から18年にかけてヨーロッパを主戦場として戦われた第 1次大戦
においてアメリカは，軍需・民需を問わず，ヨーロッパに対する兵姑基地
として生産設備の増強に専念した。終戦により大幅な過剰設備を抱えるこ
とになってしばらくは戦後不況に陥るが，間もなく立ち直るや，今度は過
剰設備を民需用に大転換することに成功した。そして「黄金の20年代」「ク
ーリッジの繁栄時代」「相対的安定期」などと呼ばれる好況期に突入する。
それは大量生産・大量消費時代の到来を意味した。企業は大量宣伝・広告
を媒介にして，大量に生産した製品を大量に販売し，シェア・アップと利
益の増大を目指したのである。そのことを可能ならしめるためには安定的
な索材・部品の調達先はもちろんのこと，販売チャネルをも確保しておく
ことが不可欠な要素となる。それに対応すべく数多の垂直的合併が推進さ
れた。とくにそれは新総合機械産業として出現した自動車企業において顕
著であった。
例えばフォード社は，鉄鋼工場やガラス工場を自前で建設（集積，すな
わち剰余価値•利潤の資本への再転化）したり，鉄鉱山，炭坑，鉄道会社，
輸送船団を買収（集中）し大量生産体制の確立を志向した。アメリカ式生
産様式，すなわちベルトコンベア・システムや大量生産方式の大前提であ
る互換性部品が登場し，「産業合理化運動」が大規模的に展開されたフォー
ド社においてはT型車の未曾有の大成功（生産累計1,500万7,033台）に帰
結している叱
第3次M&A期は， 1960年代から70年代半ばに該当し，異業種企業間の
M&Aが圧倒的多数を占めていたことが特徴的である。それはコングロマ
リット (Conglomerate)型合併と呼ばれ，相互に有機的関連性や機能的に
5) 井上昭一『GMの経営-—ーアメリカ自動車経営史ー一』ミネルヴァ書房， 1982年，
61-63ページ。
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共通性のない企業同士の合併を指す。当初，コングロマリット型合併は，
同一産業部門間の水平的・垂直的なM&A活動による独占禁止法への抵触
を回避するために，あるいはDon'tput al your eggs in one basketとい
われるようにリスクや危険を分散したり重点事業の柱をいくつか立てるこ
とによって，一種の保険的効果の願いを内包して活発に展開された。とこ
ろが70年代半ばごろになると実質的に魅力ある合併対象企業がなくなった
り，あるいは本業からかけ離れた異業種を併呑することが期待したほどの
相乗効果をもたらさず，さらに加えて政府規制が新規異業種参入に対して
も強化されたこともあって，次第に沈静化していく。
第4次M&A期は， 1980年から91年ごろにかけてみられる。この時期に
はコア・ビジネス (corebusiness, 中核事業）を余り重要視せず，投機的な
M&Aが金融主導下に大々的に推進された。被買収企業の資産を担保にし
て金融機関から借り入れた資金で買収活動を行うレバレッジド・バイ・ア
ウト (LeveragedBuy Out, LBO), 被買収企業の株主に直接働きかける「公
開買い付け」 (TakeOver Bid, TOB)のような敵対的な買収手法が目立っ
た。このような動きはレーガン政権 (ReaganGovernment)による独占禁
止法（反トラスト法）の規制緩和措置や金利引き下げ策を主要契機とする
ものであった。しかし，長期的戦略や将来展望もないままに目先の利ざや
を稼ぐことを主眼とした買収運動は行き過ぎといわざるをえなく，悪弊を
もたらした。
買収攻勢にさらされたり，その危険性を察知した企業―それが優良企
業といわれるところであっても—は，当面の利益を維持するために研究
開発費を犠牲にし，防衛策に奔走することを余鍛なくされたと伝えられて
いる。このことは内外多面にわたる競争力の弱体化に直結し，アメリカ企
業の国際舞台での威信低下をもたらした。
(2) 第5次戦略重視型のM&A
M&Aは新規分野開拓，事業再編・補強など企業にとってメリットが多
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い。 1992年初頭から今日 (2000年央）にいたる第5次M&Aは，企業体質
の改善・強化を目的に戦略を重視した本業回帰 (Returnto Basic)型M&
Aが増加したこと，そして現金による買収よりも株式交換を主要手段とし
た取引が多く見られることがその特徴として指摘できる。
第4次M&Aは，コア・ビジネスからかけ離れた企業売買が盛んであっ
た。つまり企業そのものを，あたかも「一個の商品」とみなしたり，ある
いは「形を変えた一種の人身売買」的性格を有していたのである。それゆ
えに，アメリカの企業は体力を弱体化させ，日本やヨーロッパ諸国の有力
企業による躍進，もっと厳しい表現をすれば，市場の蹂躙を手を挟いてい
る以外に方策がなく危機的状況に遭遇することになった。
そのような事態を打破すべくアメリカ企業は， M&Aといった拡大戦略
だけを追究するのではなく，一種の「とかげの尻尾切り」とでもいうべき
ダイベスティチュア (Divestiture,資産売却や不採算部門の切り捨てによる
減量経営）戦略を導入して，体質強化に資するべく方向転換を打ち出した。
M&A (合併・ 買収）とダイベスティチュア（売却）は，本来，対極の概
念であるが，アメリカの諸企業は，両者を補完関係にすべく併用したので
ある。したがって，この時期のM&Aは，戦略重視型，コア・ビジネスを
重視した垂直統合型M&Aと位置づけることができよう。
この合同運動期が始まった当初，その主役業界は自動車ではなく，情報
通信，コンピューターのソフトウェア，有線テレビ (CATV) といったマ
ルチメディア関連，医療保険改革に合わせコスト削減に懸命な医薬品や病
院などのヘルスケア・医療関連企業，国防費削減の影響が深刻な航空宇宙・
国防企業であるが，さらに金融（銀行，証券，保険），食品（タバコも含む），
小売業界にもM&Aの波が押し寄せた。
具体的に見ていこう。まず情報・通信業界ではインターネット技術の革
新や1996年の通信法改正を契機とした規制緩和策を背景に業界の再編・統
合が進んできた。 1999年10月5日には， MCIワールドコム (MCIWorld 
Com Inc.)によるスプリント社 (SprintCorp.)の約1,290億ドル（約13兆
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円）超の史上最大規模の買収が発表された。この買収によりワールドコム
(WorldCom, 新会社名）は，欠落していた携帯電話分野を強化でき，長
距離通信分野を含み， CATV分野，インターネット分野にまたがった総合
メディア企業としてのビジネス展開が可能になった。すなわちフルライン
のサービスを持ち，ライバルであるAT& T (American Telephone & 
Telegraph Company) との規模の競争に耐えうる体制や技術競争力を備
えるようになったのである。
ヘルスケア・医療関連業界においては，バイオ技術や遺伝子組み替え技
術の日々の進展を基礎にして，新薬開発のための研究開発費が膨張の一途
をたどっているにもかかわらず，新薬の商品寿命は短くなっている。高い
成長力や収益性を誇ってきた医療・製薬企業でもこうした現実に直面し，
規模の経済性の追求や独創的な技術を持ったペンチャー企業との合併・提
携を遂行せざるをえなくなっている。研究開発のスピードはますます加速
される一方で，商品のライフサイクルが短縮化される状況は，研究開発費
を回収する前に製品が陳腐化されてしまい，ー企業だけでその費用を負担
することが困難になったことを如実に示している。
航空宇宙・国防産業では， 1994年のノースロップ社 (NorthropCorp.) 
とグラマン社 (GrummanCorp.)の合併， 95年のロッキード社 (Lockheed
Corp.) とマーチン・マリエッタ社 (Martin-MariettaCorp.)の合併，さ
らには96年12月15日のボーイング社 (BoeingCorp.) とマクドネル・ダグ
ラス社 (McdonnellDouglas Corp.)の合併があげられよう。
航空宇宙・国防産業は，米ソ冷戦構造の集結による軍用機市場の縮小を
受け，民間機市場やハイテク市場に新しい投資機会を模索しなければなら
なくなったのである。それまで民間航空機部門はアメリカのボーイングと
マグドネル・ダグラス，ヨーロッパのエアバス・インダストリー (Airbus
Industrie, 独ダイムラー・クライスラー・エアロスペース，仏アエロスパ
シアル・マトラ，スペインのCASA,英 BAeシステムズ〔旧ブリティッシ
ュ・エアロスペース〕で構成）の 3社の寡占状態にあったが，上記の合併
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により米（ボーイング）・欧（エアバス）の 2大勢力によって覇権争いが演
じられることになった（因みに， 2000年4月1日，エアバスが日本の三菱
重工に対して参加を打診したと報じられた）。
同様な傾向は自動車工業とてその埒外にあるわけではなく，技術革新の
大波が打ち寄せてきた。それは地球温暖化などの環境問題に対する世界中
の人々の意識の高まりを誘因とした「究極のクリーン・カー」とか「完全
無公害車」などと称される燃料電池電気自動車 (Fuel Cell 〔powered〕
Electric V ehicle,FCEV)の開発，交通安全問題を背景にした高度道路交通
システム (IntelligentTransport Systems,ITS)の開発，カンバン方式に
代表される日本的生産システムに対抗する形でヨーロッパ， とくにドイツ
を発信源とするモジュール (Module複合の意）生産方式の登場である。
自動車は， 1886年にドイツ人のカール・ベンツ (KarlF.Benz,1844-1929) 
とゴットリープ・ダイムラー (GottliebDaimler,1834-1900) とにより各単
独に発表されて以来no余年間，デザイン，車体構成，性能などがどれほど
変化・進歩しようとも，甚本的には，ガソリンを使用した内燃機関(Internal
Combustion Engine) をその推進源とすることに変わりがなかった。この
ことは自動車が「技術の冬眠」とか「温め直しの夕飯」6)などと椰楡される
原因でもあったが，ガソリン・エンジンから燃料電池へという自動車の「心
臓部分」の革命は，その技術の取得ないし支配いかんによっては，今まで
の規模や支配力への依存がほとんど価値を持たなくなってしまうかもしれ
ないという危機感を自動車企業に抱かせることになった。ここにこそ，最
近の自動車業界の国境を越え，従来の競合関係を越えた大規模な再編・統
合の原初的誘因を見出すことができるのではなかろうか。
6) J.Patrick Wright, On A Clear Day You Can See General Motors, 1979. 〔風間
禎三郎訳『晴れた日にはGMが見える』ダイヤモンド社， 1980年， 8ペー ジ。）
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第2章 自動車企業の再編と統合
巷間， 21世紀において生き残るためには「400万台クラプ」入りが絶対的
条件だと喧伝されているが，それは単に規模の追求だけを意味しているの
であろうか。
本章では，自動車業界の再編・統合の過程を，具体的事例をとりあげて
追跡してみることにする。
(1) ダイムラー・クライスラーの誕生
1998年11月17日，ダイムラー・ベンツ社とクライスラー社が正式に合併
し，ダイムラー・クライスラー社が誕生した。同社の成立こそは，その後
の一連の世界自動車業界再編成の先鞭をつけるものであった。そこでまず，
両社の歴史を簡単にふり返っておこう。
ダイムラー・ベンツ社は，自動車の登場と軌を一にして歴史を刻んでき
た。 1886年1月29日，カール・ベンツが世界で初めてガソリン・エンジン
を搭載した三輪自動車（電気点火式，単気筒， 0.8馬力。彼は1890年に四輪
自動車を製作）で自動車製造の特許を得た。同年，ゴットリープ・ダイム
ラーも独自に四輪自動車（単気筒，空冷式， 1.5馬力，時速9マイル＝約14.5
km) を開発し，自動車はP瓜眼の産声をあげた。それを機に，カール・ベン
ツのベンツ社 (Benz& Cie) とゴットリープ・ダイムラーのダイムラー・
モトレーン・ゲゼルシャフト (Daimler-MotorenGesellschaft)による商
業的生産が始まり，自動車は次第に普及していくのであるが，ョーロッパ
では当初，貴族のような富裕階層の趣味や玩具の域を出なかった。その後，
第1次大戦でのドイツの敗北により同国内の自動車工業は危殆に瀕し，
1924年には86社あったメーカーが27年には19社へと淘汰される状況のな
か7>,26年6月に両社は合同してダイムラー・ベンツ社を結成した。それ以
7)柴田鉱一郎他著『シリーズ世界の企業 自動車』日本経済新聞社,1986年,181 
ペー ジ。
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降同社は，航空・宇宙，エレクトロニクス，金融事業分野などに多角化し
ながら総合企業体として技術力や経営力を蓄積していく。自動車部門を例
にとると，高級乗用車や大型バス・トラックを得意とし，確固たるプラン
ド・イメージを築き上げてきたことは万人のよく知るところである。しか
し反面，同社の車種構成には量販大衆車部門がなく，そのためにアメリカ
やH本市場8)でのシェアが伸び悩んでいたこともクライスラー社との合併
に踏み切った 1つの要因といえよう。
一方，クライスラー社はウォルター.P. クライスラー (Walter P. 
Chrysler)によって， 1925年6月26日，マックスウェル自動車会社 (Max-
well Motor Company)の全資産を継承して，資本金5,767万ドルで組織さ
れた9)。そして28年7月30日には，大規模生産工場やすぐれた販売網をもつ
ダッジ自動車会社(DodgeBrothers,Inc.)を1億7,000万ドルで取得し， G
Mにならって完全な生産ラインと製品差別化戦略を追求しはじめた。その
一環として， 4気筒の低価格車「プリマス」 (Plymouth)を開発するが，
同車の市場性発揮がGMとフォードと共にビッグ・スリーの一角を占めさ
せる原動力となった10)。
70年代には，石油危機に直面してユーザーの小型車志向という需要構造
の変化への対応が遅れたことなどから，「死に体」に近い経営危機に陥るが，
連邦政府融資の獲得， GMからの，いわば「敵から塩を贈られた恰好」の
8) 日本の代表的輸入車ディーラー，ヤナセが2000年3月31日に，「メルセデンツ・ペ
ンツ」販売が累計40万台を突破したと発表した。同社は1952年に関連会社を通じて
ペンツ車の輸入を開始， 87年以降はメルセデンツ・ベンツ日本（現ダイムラー・ク
ライスラー日本）に輸入権が移ったもののその後も販売のみを続けてきた。 99年に
は小型車「Aクラス」の好調もあり，過去最高の4万179台を記録した（『日経産業
新聞』 2000年4月12日号）。
9)因みに，クライスラー社は設立された年の半年間で生産台数13万4,474台（外観美
を強調した 6気筒車開発），販売台数約13万7,000台（シェア3.6%),純利益1,712万
6,000ドルを計上している。そしてカナダ・クライスラー社を設立した（井上昭ー『ア
メリカ自動車工業発達史年表』山陽図書出版， 1975年， 63ペー ジ）。
10)同上書， 68ペー ジ。
国際的な自動車業界の再編成と統合（井上） (81) 81 
援助，さらには全米自動車労働組合 (UnitedAutomobile Workers of 
America, UAW)からの賃金凍結・人員削減の協力により再建を目指し">,
94年には同社史上最高の37億ドルの純利益を記録するにいたった。しかし
同時に，不振からの再建過程で海外市場への展開が立ち遅れ，ョーロッパ
市場でのシェアはわずか 1%と呻吟している（因みに， GMとフォードは
同市場で共に12%をあげている）。この低率の主因として指摘できるのは，
78年8月10日に，イギリス，フランスおよぴスペインの欧州拠点ともいう
べき 3製造子会社とそれに付随する販売子会社の経営権をフランスのプジ
ョー・シトロエン (Peugeot-CitroenS.A., PSA) に2億3,000万ドルで売
却してしまったことである 12)0 
同社の主力製品はミニバンやスポーツ型多目的車 (SportsUtility Vehi-
cle,SUV)といった量販大衆車であり，近年の好業績は北米市場における，
とくに若者による SUVブームに負うところが大きい 13)0
このような状況下に，ダイムラー・ベンツとクライスラーは98年5月6
日，合併に原則合意し，同年11月17日に正式に新会社ダイムラー・クライ
スラーとして発足した。この合併にはいくつかのメリットあるいはプラス
面とデメリットあるいはマイナス面とが共存しており，まずメリットとし
ての合併に伴う補完関係についてみてみよう。
11) この点の詳細については井上昭ー『GM一輸出会社と経営戦略~ 関西大学
出版部， 1991年， 185-231ページ参照されたい。
12)同上書， 180-181ペー ジ。
13)例えば，その代表的な車種JeepのGrandCherokeeは1台販売当たり，純利益が
1万ドル強（約110万円）になるといわれている。しかし， 2000年3月から 4月にか
けて，いささかSUVプームに暗雲が立ちこめる状況が発生した。それはガソリン価
格の急騰である（昨年夏に比べ2倍）。セダンに比べ車体の重い SUVは，当然のこ
とながら，燃費が悪い。いまやSUV,RVなどを含めたいわゆる「ライト・トラッ
ク」市場は，アメリカ全需要の半分を占める規模に膨れ上がっている。最大のマー
ケットで売れ行きが落ちることに対する懸念は深刻である。燃費を気にする消費者
はまだそれほど多くはないが，それでも半年前に比べればかなり増えていると報じ
られている。
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両社間における自動車のラインアップに関しては，第1に車種構成上の
補完関係が成立する。合併によってダイムラー・クライスラーは高級乗用
車から量販大衆車までを揃えるフルライン・メーカーになることができた。
第2の補完関係は地域面でみられる。すなわち市場シェアを本国市場は
いうまでもなく，とりわけ展開の遅れていた相手方陣営においても高める
ことが期待できるのである。従来，ダイムラー・ベンツ側は北米市場での，
クライスラー側はヨーロッパ市場でのシェアが低かった。
異なる市場に進出する場合，新たな販売店（ディストリピューターやデ
ィーラー）網の構築や消費者の嗜好調査，プランド・イメージ向上のため
の広告・宣伝活動といった巨額の投資が不可避であり，膨大な時間と労力
も必要である。このような場合に，時間を買ったり労力の節約を可能なら
しめる効果がM&Aに備わっている。
かくしてダイムラー・クライスラーは世界三極市場（日本・北米・欧州
の各市場。これにアジアを加えて四極市場ともいわれる）のうち，二つに
おいて相互の弱点をカバーする形でシェアを確保できる体制が整ったとい
えるのである。
第3には，安全問題や環境技術問題があげられる。ダイムラー・ベンツ
は，安全技術では早くからエアバッグを標準装備したり，またFCEVなど
環境技術でも世界の最先端を走ってきた。しかし，いわゆるグローバル・
スタンダード（世界標準）としてその技術を普及させるには，スタンダー
ドたりうるだけの量販が前提条件であり，量販体制の不整備は今までの巨
額の技術開発投資を水泡化しかねない。量販大衆車を主力とするクライス
ラーとの合併は，ダイムラー・ベンツをして量販体制の確立を急速に推進
なさしめたのである。
他方，クライスラーにとっても，ダイムラー・ベンツの先進技術をとり
込み，共用化することで致命的に立ち遅れていた環境技術を向上させ，将
来における技術競争での活路を見出せることができるようになった。この
ように両社は「先進技術」と「量販体制」を合体させることにより，お互
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いの欠落部分を補い合えたのである。
これに対して，内包しているマイナス面についてみると，それは何より
もドイツとアメリカという「文化」の異なる国の企業が合併することで，
異文化の受容や理解，融合が困難であることに尽きる。このことは自動車
に限らず，いかなる業界の国境を越えた合併や資本提携においてもみられ
る障壁であるが，とくに吸収する側が強者の論理をふりまわせば，期待し
た相乗効果の実現は望み薄であろう。
ダイムラー・クライスラーの場合，実質的には，ダイムラー・ベンツに
よるクライスラーの併呑（この合併は株式交換の形で実施され，クライス
ラー 1株に対して，ダイムラー・ベンツ0.6235株の交換比率） 14)であり，ク
ライスラー側の士気の低下がささやかれている。同社は2001年までを暫定
的移行期間としてクライスラー側のロパート・イートン (RobertJ.Eaton) 
とダイムラー・ベンツ側のユルゲン・シュレンプ (JurgenE.Schrempp) 
の2人を共同最高経営責任者 (ChiefExecutive Officer, CEO)に据えた
り，アメリカ（ミシガン州オーバンヒルズ）とドイツ（シュツットガルト）
にそれぞれ本社を置くなど（しかも，社内公用語は英語）配慮しながら，
表 2-1 〔クライスラー の人材の流出〕
◎ダイムラー・クライスラーの発足からの主な出来事":::!:IE~:三；；：：~;~;;;'t~~;~;; =;~; ;:~:~~ に
8月 800の総合プロジェクトと350の研究開発案が進行していると表明
9月 社長トーマス・ストールカンプ（元クライスラー）が辞任
12月 99年の売上高1500億・ドル (14%増），純利益62億ドル (16%増）を達成。
米国人株主が発足時の44%から20%に低下
2000年3月i三菱自動車に34%資本参加。共同会長兼CEOのロバート・イートン（元
クライスラー）が引退
（出所： 『日経ビジネス』 2000年4月3日号をベースに若干追加）
14) 日刊自動車新聞社編『自動車産業ハンドプック2000年版』， 1999年， 184ペー ジ。
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文化の相違を克服する構えを見せているが，実際には，ダイムラー・クラ
イスラーでは合併以降，クライスラー側の幹部が相次いで退任（表2-1
参照）するという事態に直面しており，この問題による人材流出を食い止
めるぺき措置の案出が希求されている。
(2) ルノーと日産自動車の資本提携
1999年3月27日，フランスの自動車大手ルノー社 (Societe Anonyme 
Renault)と日産自動車の資本提携が発表された。表1-2から明らかなよ
うに，生産台数世界9位のルノー (228万台）と同6位の日産 (255万台）
が提携し， 480万台余の企業連合体として「400万台クラプ」の仲間入りを
果たすことになった。
一体，なぜ資本提携先としてルノーは日産に白羽の矢を立て，日産はル
ノーを選んだのであろうか。まず両社の歴史を概観し，その後具体的な提
携内容を考察して，その意義を明らかにしたい。
ルノーは1898年に，ルノー兄弟社 (SocieteRenault Freres) として乗
用車の商業的生産を開始し，第1次大戦時には戦車や軍用車両の生産を手
掛けることによって発展の基盤を構築した。しかし第2次大戦が終結する
と同時に，経営者ルイ・ルノー (LouisRenault)は対ドイツ協力者として
処罰され，同社はフランス政府に没収されるとともに，国有企業のルノー
公団 (RegieN ationale Des Usines Renault)へと改組された。それ以降，
同公団は世界に類例を見ない巨大「国営」自動車企業として， 1970年代に
はヨーロッパ大陸を中心にして大きな発展を遂げる。しかし80年代に入る
と，それまでの国有企業にありがちな利益概念に関する稀薄な経営方針か
ら製品開発の遅れ，人員過剰，生産の合理化の遅れなどが目立ちはじめ，
深刻な経営危機に陥った。
そのような状況に危機意識を前面に出して， 1985年に同公団の総裁に就
任したジョルジュ・ベッス (GeorgesBesse, 翌86年暗殺さる）が利益優先
主義へと経営方針の転換を行い，その後の経営陣たちが乗用車事業のヨー
ロッパヘの集中化，人員削減，不採算事業からの撤退などリストラクチャ
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リング (restructuring,以下リストラ）を進めた結果， 98年のヨーロッパ
市場において販売台数でトップに踊り出るなど飛躍的に業績を向上させて
きた。 90年に国有公団 (Regie N ationale)から株式会社 (Societe
Anonyme)に改組されたのち，フランス政府による株式保有率は段階的に
引き下げられたが，それでも99年現在，その比率は依然として44.2%と高
し>15) 
゜
同社の主要な販売市場はヨーロッパおよぴ南米（プラジルとアルゼンチ
ン）であり，主力製品には「クリオ」など小型乗用車，小型トラックそし
て大型トラックがある。
一方，日産は1933年に自動車製造株式会社として設立され，翌34年に鮎
川義介によって資本金1,000万円の日産自動車株式会社へと改組・改称され
た。第 2次大戦終結後の1945年にはトラックの生産を開始し，それ以降ト
ヨタ自動車といすゞ自動車とともに「自動車御三家」として日本自動車工
業界のけん引的役割を演じてきた。
海外展開は日本メーカーとしては同業他社より比較的早く， 1980年の米
国日産自動車製造株式会社 (NissanMotor Mfg. Corp. USA, NMMC) 
の設立， 86年の英国日産自動車製造会社 (NissanMotor Mfg. UK. Ltd., 
NMUK)の設立などがある。しかし90年代に入りバブル経済が崩壊すると，
それまでの過剰設備投資（販売よりも生産重視の経営方針のツケ），高コス
ト体質，内部組織の硬直化，多目的乗用車 (RecreationalVehicle, RV) 
ブームヘの乗り遅れといった市場動向に対するマーケティングカ不足（巷
間では，日産は「製品」はつくったが「商品」を市場に投入してこなかっ
たといわれている）など，種々の問題点が一気に表面化した。その後， 95
年に主力の神奈川・座間工場の閉鎖を発表するなど一連のリストラを進め
てきたが，それにもかかわらず98年度にはグループ連結有利子負債総額が
2兆5,000億余円に達するなど経営危機に直面することとなり，生き残りを
15) ルノーの史的展開については，井上昭―• 藤井光男編著『現代経営史—日本・
欧米ー 一』ミネルヴァ書房， 1999年， 224-232ペー ジを参照されたい。
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賭けパートナーを模索していた。
同社の製品群は軽自動車を除く乗用車・商用車であり，グループ企業の
日産ディーゼル工業の大型トラック・バスを含めると，分不相応なほどの
幅広い構成となっている。
以上のような経緯をたどって，両社は99年3月27日の合意にいたるので
あるが，以下では具体的な提携内容を資本面，人事・組織面・事業面の 3
つに分けて考察していこう。
まず資本面であるが，ルノーは日産に対して総額6,430億円の出資を行
う。その内訳は次のとおりである。
①H産の第三者割当増資を引き受け，36.8%(5年後には44.4%にまで引
き上げることのオプションをもつ）の株式を保有する筆頭株主になる。
②日産ディーゼルの株式を22.5%取得し，日産と共に筆頭株主になる。
③ヨーロッパの日産の販売金融会社を買収する。
ここで留意しなければならないのは， 36.8%の株式保有の持つ意味であ
ろう。日本の商法では， 33.4%の株式を所有すれば重要案件に対して拒否
権を行使できることになっている。その意味からして36.8%の出資比率は，
この企業連合体の主導権はルノー側が掌握しているとみて間違いない。
H産がルノーを選んだのは，一面では再建後の自主性を尊重してもらえ
ることが可能（にみえそうな）相手であること，すなわち対等性を保持で
き（そうな）ことにある。資本の論理からして，日産の判断や認識は甘いと
いわざるをえないが，その点の証価は，この企業連合体の今後の推移の中で
明確になることは必定であり，したがって，これ以上の言及は避けよう。
さて，資本提携面で両社が得られるメリットとしては何があげられるで
あろうか。ルノー側にとっては400万台規模の連合体のイニシアテイプを獲
得し，グローバルな生き残り競争上での規模的側面を整えることができた。
そのことは日産にとっても妥当するが，むしろ H産にとってはリストラを
推し進めるための資金を調達できたことの方が大きい。同社にとっての焦
眉の課題は， リストラを断行するに際して足枷となっていた 2兆円超の巨
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額の有利子負債を圧縮する必要性であり，今回ルノーから得られた資金で，
ひとまず再建への足がかりを得たことになる。
次に，人事・組織面に目を移そう。ルノーは資本参加にとどまらず，そ
れを槙粁として経営立て直し要員を送り込むや共同の意思決定機関を設置
することでも日産と合意した。具体的には，次のとおりである。
①カルロス・ゴーン (CarlosGhosn)・ルノー執行副社長が日産のナンバ
ー・ツーのポジションとなる最高執行責任者 (ChiefOperating Offi-
cer,COO)に就任する。
②ルノーの副社長2名が日産の商品企画担当副社長と財務担当常務に就
任する。
③日産の塙義一社長はCEOとなり，同時にルノーの取締役会メンバー
(Board Member)になる。
④ルノーと日産の両トップをはじめ，両社5名ずつの役員の総勢12名か
ら成る共同の意思決定機関GlobalAlliance Committee (GAC)を設
置する。
⑤ GACの下に，各地域や製品分野毎に具体的な戦略を立案する12の共
同組織CrossCompany Team (CCT)を組織する。
COOとして派遣されるカルロス・ゴーン16)は， 1996年にルノーに入社し
てわずか2年であるが， 97年9月のベルギー工場の閉鎖（フランス，ベル
ギー両政府を巻き込み，熾烈な労使紛争が展開されたことは有名である），
従来の購買政策を改めて部品の一括購入など大規模なリストラを推進し，
16) Carlon Ghosnは， 1954年プラジル生まれのレバノン系フランス人。 1974年フラン
ス・国立理工科大学入学， 78年同•国立高等鉱業学校卒業。同年，仏ミシュランに
入社。 85年，プラジル・ミシュラン社長としてミシュランの南米事業全般を統括。
89年ミシュラン北米子会社の社長兼CEO就任。 96年10月仏ルノーに移り，同年12月
上級副社長就任。 99年6月，日産COO就任。海外経験が豊富で英語，フランス語，
スペイン語，ポルトガル語，イタリア語を完璧にあやつることができるといわれて
いる。
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98年までに約170億フラン（約3,400億円）のコスト削減を実現した強者で
ある。それゆえに， costcutterとかcostkillerの異名を献じられている。
彼の戦略の是非は，資本側から見るか，労働側から見るかで功罪相半ば
するのであるが，それは一応考慮の外におくとして，日産再生 (Renais-
sance)への救世主などと評する人もいる。
日産のCOOに就任するやゴーンは，それまで部門間のセクショナリズ
ムの強かった社内に部門横断的な 9つのプロジェクト・チーム Cross
Functional Team (CFT)を組織して問題点を抽出し17), その結果， 10月
18日に日本中を震撼させた，きわめてドラスチックな「日産リバイバル・
プラン」（表2-2参照）を発表し， リストラを断行する決意表明をした。
最後に事業面を概述しておこう。この事業面における合意内容は，両社
の補完関係について，次のように最も具体的な形で示されている。
①プラットフォーム（車台）数を現在のルノーの 8基， 日産26基から両
社合わせて10基に統合し，エンジンならびにトランスミッション数も
8基に集約する。
②部品の共同購買によるコスト削減。
③生産設備の相互利用。
④ RV車やワゴン車のOEM供給。
⑤ヨーロッパでの研究開発の合意。
プラットフォームの型式統合は大きなコスト削減効果が期待できる。こ
れが実現すれば， 1プラットフォーム当たりの生産台数は現在の約10万
5,000台から約50万台規模に増大し，大幅な開発・製造費の低減が見込まれ，
「400万台クラプ」としてのスケール・メリットを享受できよう。
生産設備の相互利用は， H産のメキシコ工場，ルノーのプラジル工場や
アルゼンチン工場で相手方の製品を生産することで，遊休・過剰設備の有
17) この点については『日経ピジネス』 1999年11月1日号，財部誠一『カルロス・ゴ
ーンは日産を変えるか』 PHP研究所， 2000年， 81-86ページを参照されたい。
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表2-2 日産リバイバル・プランの骨子
生産 ・2001年3月に村山工場，日産車体京都工場，愛知機械工業港工場を閉鎖
・2002年3月にユニット工場の久里浜工場，九州エンジン工場を閉鎖
・現在240万台の国内生産能力を2002年度末までに165万台に削減
組織・ ・2002年度までに世界規模（連結ペース）で2万1000人 (14%)削減
人事 • 2000年にストックオプションなど実績重視型評価制度を導入
購買 ・2000年度から2002年度までの 3年間で20%の購買コストを削減
・2002年度までに1145社ある部品・資材調達先を600社以下に， 6900社ある設
備・サービス調達先を3400社以下に削減
財務 ・日産が保有する1394社の株式の大半を売却
・現時点で1兆4000憶円ある有利子負債を2002年度末までに7000憶円以下に
削減
販売 ・2002年度までの 3年間で販売費・一般管理費を20%削減
・2002年度までの 3年間で国内の子会社ディーラー数の20%削減
車種 •北米，日本，欧州市場への新商品の投入
・日本での車種ラインアップ削減
・現在24あるプラットフォームの数を2002年に15,2004年に12に削減
（出所『日経産業新聞」 1999年10月19日号）
効活用が可能になる。さらにOEM供給を通じて，相互に展開の遅れていた
市場（例えばルノーは北米， 日本，東南アジア。日産はヨーロッパや南米）
での販売を強化することができる。共同での技術開発は， とりわけリスト
ラの過程で環境対応技術を犠牲にしてきたルノーにとって，日産の優れた
技術を取り込める大きなメリットがある。
以上から，両者が相手に何を求めて企業連合体を結成するにいたったか
明白であろう。しかしその一方で，この提携が世界第4位グループの巨大
自動車企業連合体を誕生させたにもかかわらず，「弱者連合」と椰楡されて
いるように18), 問題がないわけではない。それは両社の「車種編成の重複」
と「決めての欠如」である。
両社の車種構成はかなり類似しており，製品が共喰い的な競争に陥りか
ねない懸念を払拭しきれない。
18)自動車アナリストとして有名な MaryannKeller女史は，両社の提携を「弱者同
士の提携で，効果は望み薄」の手厳しい評価を下している。
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両社はまた，次世代の自動車と目される FCEV技術で，ダイムラー，ク
ライスラーやトヨタのような決定的な強さ，つまりグローバル・スタンダ
ード争いに参加するだけの技術蓄積力を有していない。それゆえに，非情
な資本の論理を貫徹するために，ルノー ・B産連合体は先行開発企業とさ
らなる戦略的提携を締結せざるをえないかもしれない。あるいは，弱者連
合には強者連合にはない niche市場が存在するかもしれない。そのような
視座からするとき，ルノー・日産連合体の将来は，ダイムラー・クライス
ラーとはまったく異なった道を歩むことを余儀なくされよう。
